
介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問 回答
ＱＡ発出時期、文書

番号等
番号

465 04 地域密着型サービ
ス共通

5 その他 地域密着型サービス 事業所が所在する市町村以外の市町村によるみなし指定の効力はどこまで有効
なのか。

施行日の前日（認知症対応型介護の場合は平成1８年３月中）において地域密着型サービ
スを利用していない他市町村の被保険者まで指定を受けたとみなされた事業所を利用す
ることができる取扱いとなるのは、地域密着型サービスの趣旨からすると適当ではないと
考えており、改正介護保険法第10条第2項及び第3項並びに政令の規定により、他市町村
の長から地域密着型サービスの指定を受けたとみなされた事業者に係る当該指定につい
ては、施行日の前日（認知症対応型介護の場合は平成18年3月中）において当該地域密
着型サービスを利用している他市町村の被保険者に限り、その効力を有することとする予
定である。

17.12.19
全国介護保険・老人保健
事業担当課長会議資料
地域密着型サービスに関
するQ&A

2

466 04 地域密着型サービ
ス共通

5 その他 地域密着型サービス 事業者指定を行うに当たって、他市町村から転入して利用することを一定程度制
限することや指定を受けてから開業するまでの期間の制限を、条件として付する
ことは可能か。

改正介護保険法第78条の2第7項の規定に基づき、市町村長は事業者の指定を行うに当
たって、事業の適正な運営を確保するために必要と認める条件を付することができるとさ
れており、市町村が地域の実情に応じてお尋ねのような条件を付することは可能である。

17.12.19
全国介護保険・老人保健
事業担当課長会議資料
地域密着型サービスに関
するQ&A

3

467 04 地域密着型サービ
ス共通

5 その他 地域密着型サービス 地域密着型サービス運営委員会の運営財源はどうなるのか。 地域密着型サービス運営委員会の運営に係る費用については、介護保険事業計画作成
委員会と同様に一般財源で賄うことになる。

17.12.19
全国介護保険・老人保健
事業担当課長会議資料
地域密着型サービスに関
するQ&A

4

468 04 地域密着型サービ
ス共通

5 その他 地域密着型サービス 平成18年4月1日にみなし指定された事業所が、市町村が定めた基準を満たして
いない場合、指定取消等の対象となると考えてよいか。

1　地域密着型サービス事業者のみなし指定は、平成18年4月1日に事業所が所在する市
町村の長(他市町村の長によるものを含む｡以下同じ｡)から指定を受けたものとみなされる
ものであり、当該市町村が定めた基準を満たしていないからといって直ちに指定の取消を
行うことは適当ではないと考えられる。
２　市町村が独自に基準を定める際には、みなし指定を受けている事業者の状況を踏ま
え、適切な経過措置を定めることが必要である。

17.12.19
全国介護保険・老人保健
事業担当課長会議資料
地域密着型サービスに関
するQ&A

5

469 04 地域密着型サービ
ス共通

5 その他 地域密着型サービス 平成18年4月1日にみなし指定された事業所の指定の更新時期は、同日から6年
なのか、当初指定を受けた日から6年なのか。

1　平成18年4月1日に地域密着型サービスの指定を受けたとみなされた事業者について
の施行日後の最初の更新については、政令において当初の指定を受けた日から６年とす
る予定である。
２　また、平成13年4月1日以前に指定を受けた事業者については、平成18年4月1日から
平成19年3月31日までの間において、当初指定を受けた日に応当する日（当初指定を受け
た日が平成12年10月1日の場合は平成18年10月1日）から1年とする予定である。

17.12.19
全国介護保険・老人保健
事業担当課長会議資料
地域密着型サービスに関
するQ&A

6

470 04 地域密着型サービ
ス共通

5 その他 地域密着型サービス 同一事業所が認知症対応型通所介護と通所介護の指定をそれぞれ受けること
は可能か。また、小規模多機能型居宅介護と通所介護ではどうか。可能な場合、
都道府県と市町村それぞれに指定の申請を行う必要があるのか。

1　同―事業所が認知症対応型通所介護と通所介護の指定を受けることは、それぞれの
人員等の基準を満たしていれば可能であり、この場合は、都通府県と市町村それぞれに
指定の申請を行う必要がある。
2　小規模多機能型居宅介護は「通い」を中心として、利用者の様態や希望に応じ、随時
「訪問」や「泊まり」を組み合わせてサービスを提供するという従来にない新しいサービス類
型であり、通所介護とではサービス内容が異なることから、同一事業所が小規模多機能型
居宅介護と通所介護の指定をそれぞれ受けることは、想定していない。

17.12.19
全国介護保険・老人保健
事業担当課長会議資料
地域密着型サービスに関
するQ&A

7

471 04 地域密着型サービ
ス共通

5 その他 地域密着型サービス 平成18年4月1日にみなし指定された事業所について、市町村は当該事業所の情
報を有していないが、再度事業者から必要書類を提出させることは可能か。

平成18年4月1日に地域密着型サービスの指定を受けたものとみなされた事業者に関する
情報については、指定事務が都道府県から市町村に移管されたことを踏まえ、基本的には
市町村は都道府県から必要書類等の引き継ぎを受けるものと考えている。

17.12.19
全国介護保険・老人保健
事業担当課長会議資料
地域密着型サービスに関
するQ&A

8

472 04 地域密着型サービ
ス共通

5 その他 地域密着型サービス 市町村の実情に応じて、地域密着型サービスの指定を平成18年4月1日以降に
行ってよいか。

平成18年4月1日からサービスが開始できるよう指定事務を進められる事業所については、
そのようにすることが望ましいが、地域密着型サービスは小規模多機能型居宅介護、夜間
対応型訪問介護など新しいサービスであることから、来年指定基準が示されて以降、その
指定基準を満たすことができる事業所かどうか、ある程度慎重な検討が必要不可欠と考え
ており、指定が18年4月1日以降となっても差し支えない。

17.12.19
全国介護保険・老人保健
事業担当課長会議資料
地域密着型サービスに関
するQ&A

9
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介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問 回答
ＱＡ発出時期、文書

番号等
番号

473 04 地域密着型サービ
ス共通

5 その他 地域密着型サービス 現在、指定事業所番号を付番されている事業者が新たに地域密着型サービス事
業者として指定を受ける場合は、新たな番号を付番することになるが、現在の番
号はどうなるのか。

既に指定事業所番号を付番されている者は、当該事業所番号に係る指定を辞退しない限
り、地域密着型サービス事業者としての新たな指定に係る番号と既に付番されている指定
事業所番号を有することとなる。

17.12.19
全国介護保険・老人保健
事業担当課長会議資料
地域密着型サービスに関
するQ&A

10

474 04 地域密着型サービ
ス共通

5 その他 地域密着型サービス 認知症対応型共同生活介護サービス事業所、地域密着型特定施設入居者生活
介護サービス事業所、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護サービス
事業所は、平成18年4月1日以降は地域密着型サービス事業所としてみなし指定
されるが、事業所番号は他の地域密着型サービス事業所と同様に新たに付番を
するのか。

1　みなし指定となる認知症対応型共同生活介護サービス事業所、地域密着型特定施設
入居者生活介護サービス事業所、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護サービ
ス事業所及び認知症対応型介護サービス事業所については、市町村の事務の省力化の
観点から、現行の事業所番号をそのまま使用するものとする。（4月1日以降新たに指定と
なる地域密着型サービス事業所の事業所番号の付番方法については、9月26日の全国介
護保険・老人保健事業担当課長会護資料を参照）
2　また、上記事業所のうち、認知症対応型共同生活介護サービス事業所及び認知症対応
型介護サービス事業所については、地域密着型介護予防サービス事業所として同時にみ
なし指定となるが、当該事業所の番号も従来のとおりとするものとする。

17.12.19
全国介護保険・老人保健
事業担当課長会議資料
地域密着型サービスに関
するQ&A

11

688 04 地域密着型サービ
ス共通

4 報酬 介護給付費算定に係る体制等
に関する届出

地域密着型サービスの介護給付費算定に係る届出において、事業者情報につ
いては、「平成12年老企第41号通知の別紙様式」のうち、「介護給付費算定に係
る体制等に関する進達費〈地域密着型サービス事業者用〉〈介護予防支援事業
者用〉(別紙3－2）」の様式を用いて、市町村長から都道府県知事への進達をする
ことになっているが、事業者が市町村長へ届出する場合には、当該進達書を使
用しても差し支えないか。
※ 別紙は省略。

当該様式については、市町村長から都道府県知事への進達書となっているが、事業者か
ら市町村長への届出書として読み替えて、適宜使用して差し支えないが、別紙2（省略）に
様式を添付したので、活用されたい。なお、地域密着型介護予防サービス事業者及び介護
予防支援事業者においても同様の取り扱いとする。
※ 別紙は省略。

18.4.21
介護制度改革information
vol.96
平成18年4月改定関係Q
＆A(vol.3)

21

689 04 地域密着型サービ
ス共通

4 報酬 介護給付費算定に係る体制等
に関する届出

平成18年4月1日に、事業所が所在する市町村以外の市町村(以下「他市町村」と
いう。）から地域密着型サービスの指定を受けたと、みなされたグループホーム
等は、当該他市町村に対し、介護給付費算定に係る体制等に関する届出を行う
必要があるか。

1　地域密着型サービスについては、他市町村から事業所の指定を受ける場合には、当該
他市町村に対し、指定の申請と合わせて、介護給付費算定に係る体制等に関する届出を
行う必要がある。
2　平成18年4月1日に､事業所所在の市町村及び他市町村から地域密着型サービスの指
定を受けたとみなされたグループホーム等については、新たな指定の申請は不要である
が、介護報酬の請求・支払に関する審査をする上で必要とされることから、それぞれの市
町村に対し、介護給付費算定に係る体制等に関する届出を行うことが必要である。
3　当該届出については、「4月中に届出が受理された場合に限り、4月1日にさかのぼって、
加算を算定できることとする扱いとする（平成18年4月改定関係Q＆A（VOL.1））」という特例
を設けているが、都道府県及び市町村においては、管内の事業所に対し、事業所所在の
市町村に、また、他市町村の住民を受け入れている場合には当該他市町村に、それぞれ
介護給付費算定に係る体制等に関する届出を行う必要がある旨周知徹底を図っていただ
きたい。
4　なお、国民健康保険団体連合会等への情報提供の流れは、別紙3のとおりである。
※ 別紙は省略。

18.4.21
介護制度改革information
vol.96
平成18年4月改定関係Q
＆A(vol.3)

22

691 04 地域密着型サービ
ス共通

5 その他 都道府県と市町村の権限 都道府県と市町村の権限については、どのような区別となるのか。（認知症高齢
者グループホーム事業者が、都道府県と市町村に対して問い合わせしても、双
方がたらい回しであり回答が得られないという実態がある。）

法の施行に伴い、事業所の指定に関する権限は、市町村に移譲されていることから、市町
村が回答すべきものである。都道府県は、事業者に対する直接の問い合わせ窓□となる
必要はないが、これまでの事務経験を踏まえ、適時適切に市町村に対する助言を行うこと
が必要である。

18.5.2介護制度改革
information vol.102
事務連絡
指定認知症対応型共同生
活介護等に関するQ&A

1

692 04 地域密着型サービ
ス共通

5 その他 他市町村の利用者 地域密着型サービスでは、事業所を開設している市町村外の方は基本的に利用
できなくなるが、希望があった場合どのように対応すべきか。

事業所を開設している市町村外の者が利用を希望した場合については、当該事業所より、
利用を希望する者が居住する市町村に対し、新たに指定申請を行うこととなる　申請を受
けた市町村は、事業所が存する市町村と協議を行い、自治体間で、当該事業所の指定に
ついて同意をするか否かの判断を行うこととなる。

18.5.2介護制度改革
information vol.102
事務連絡
指定認知症対応型共同生
活介護等に関するQ&A

2

693 04 地域密着型サービ
ス共通

3 運営 他市町村の利用者 事業所を開設している市町村外に住所を有する入居者が、現に入居しているが、
次の要介護認定更新時に退居するように事業者からいわれている。退居しなけ
ればならないのか。

平成18年3月31日に、現に利用している者については、その者が何らかの理由により退居
するまで、介護保険法等の一部を改正する法律附則第10条第2現に規定する「みなし指
定」の対象となり、要介護認定の更新時期と関係はない。

18.5.2介護制度改革
information vol.102
事務連絡
指定認知症対応型共同生
活介護等に関するQ&A

3
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介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問 回答
ＱＡ発出時期、文書

番号等
番号

694 04 地域密着型サービ
ス共通

3 運営 他市町村の利用者 認知症高齢者グループホームに他の市町村から転入して（住所を移して）入居す
ることを制限することは可能か。

改正介護保険法第78条の2第7項の規定では、市町村長は事業者の指定を行うに当たっ
て、事業の適正な運営を確保するために必要と認める条件を付することができるとされて
いるが、他市町村から転入して入居するケースが増え、実質的に事業所設置市町村の被
保険者の適切な利用が阻害されることになれば、当該市町村における地域密着型サービ
スの適正な運営の確保が困難になる可能性もある。
したがって、設置市町村は、同項の規定に基づき、事業所を指定するに当たり、例えば、
「他市町村からの転入による入居者を定員の一定割合に限定すること」「他市町村から転
入して○ケ月を経た者からの入居とすること」等の条件を付すことは可能である。

18.5.2介護制度改革
information vol.102
事務連絡
指定認知症対応型共同生
活介護等に関するQ&A

4

695 04 地域密着型サービ
ス共通

3 運営 運営推進会議 運営推進会議はおおむね2月に1回開催とされているが、定期開催は必須か。 必須である。 18.5.2介護制度改革
information vol.102
事務連絡
指定認知症対応型共同生
活介護等に関するQ&A

12

735 04 地域密着型サービ
ス共通

3 運営 事業所指定 (地域密着型サービス全般）他市町村が事業所所在の市町村に対し事業所指定
の同意を求めてきた場合、事業所所在の市町村は同意に当たって、他市町村の
有料老人ホームの入居者が市域内の認知症対応型通所介護事業所を利用する
場合に限るなどの限定付きで同意を行うことは可能か。

事業所所在の市町村は､他市町村の有料老人ホームの入居者が市域内の認知症対応型
介護事業所を利用する場合に限るなど利用者の範囲を限定した上で同意を行うことは可
能である。他市町村においては、介護保険法第78条の2第7項の規定に基づく条件を付し
た指定を行うことになる。

18.9.4
介護制度改革information
vol.127
事務連絡
介護老人福祉施設及び地
域密着型サービスに関す
るQ&A

14

736 04 地域密着型サービ
ス共通

3 運営 サービス運営委員会 市町村が地域密着型サービスの事業所の指定を行おうとするときに、あらかじ
め、意見を聴くことになっている地域密着型サービス運営委員会について年4，5
回の開催を予定している。被保険者が他市町村に所在する事業所の利用を希望
する場合は、直ちに対応しなければならないことが多く、運営委員会の開催時期
を待っている時間的余裕がない。このため、運営委員会において、事前に「他市
町村に所在する事業所の指定に限り、運営委員会を開催することなく指定するこ
とができる。」といった条件を決めておくことにより、あらかじめ意見を聴いている
とみなす取扱いとすることは可能か。

他市町村に所在する事業所の指定については､既に他市町村において事業所が遵守すべ
き基準の適合性について審査していることから､地域密着型サービス運営委員会におい
て、事前に「他市町村に所在する事業所の指定に限り、運営委員会を開催することなく指
定することができる」といったことを決めておくことは可能である。

18.9.4
介護制度改革information
vol.127
事務連絡
介護老人福祉施設及び地
域密着型サービスに関す
るQ&A

15

737 04 地域密着型サービ
ス共通

3 運営 運営推進会議 運営推進会議の構成員について、「利用者、利用者の家族、地域の代表者、市
町村の職員又は地域包括支援センターの職員、小規模多機能型居宅介護につ
いて知見を有する社等」とあるが、これらの者は必ず構成員とする必要があるの
か。
また、同一人が「利用者の家族」と「地域の代表者(町内会役員等）」、「地域住民
の代表者(民生委員等）」と「知見を有する者」などを兼ねることは可能か。

1　運営推進会議は、各地域密着型サービス事業所が、利用者、市町村職員、地域の代表
者等に対し、提供しているサービス内容等を明らかにすることにより､事業所による利用者
の｢抱え込み｣を防止するとともに、地域との連携が確保され、かつ地域に開かれたサービ
スとすることで、サービスの質の確保を図ることを目的として設置するものであり､原則とし
て、上記の者を構成員とする必要がある。
2　「利用者の家族」については､利用者の家族として事業運営を評価し、必要な要望等を
行うものであり､利用者の声を代弁するといった役割もあるため、他の構成員とは立揚が異
なることから、兼務することは想定していないが、「地域住民の代表者」と「知見を有する
者」との兼務は　あり得ると考えられる。

18.9.4
介護制度改革information
vol.127
事務連絡
介護老人福祉施設及び地
域密着型サービスに関す
るQ&A

16

738 04 地域密着型サービ
ス共通

3 運営 運営推進会議 運営推進会議の構成員である「小規模多機能型居宅介護について知見を有する
者」とは、具体的にどのような職種や経験等を有するのか。

小規模多機能型居宅介護について知見を有する者とは､学識経験者である必要はなく、高
齢者福祉や認知症ケアに携わっている者なども含め、小規模多機能型居宅介護について
知見を有する者として客観的､専門的な立場から意見を述べることができる者を選任され
たい。

18.9.4
介護制度改革information
vol.127
事務連絡
介護老人福祉施設及び地
域密着型サービスに関す
るQ&A

17

739 04 地域密着型サービ
ス共通

3 運営 運営推進会議 運営推進会議の2ヶ月に1回以上という開催頻度は、市町村職員等の複数の運
営推進会議の委員になっている者にとっては、かなりの負担であり、複数の事業
所の運営推進会議を合同で開催するといったことはできないか。また、2ヶ月に1
回以上、文書等により委員と連絡・意見交換の機会を確保した場合、委員全員が
一同に集う会議の開催頻度を少なくすることは認められないか。

1　複数の事業所の運営推進会議を合同で開催することは､利用者のプライパシーの確保
の観点から、原則として、認められない。
2　また、運営推進会議は、地域との連携を確保し、地域に開かれた事業所であることを確
保するために設けることとしたものであり､市町村職員又は地域包括支援センター職員が
出席できないからといって､会議の開催頻度を少なくすることは適当ではない｡市町村職員
又は地域包括支援センター職員がやむを得ず会議を欠席する場合には､会議での内容を
報告してもらうなど事業所の運営状況を確認されたい。　　なお、同様の趣旨から、形式的
に文書等により委員との連絡・意見交換を行うような会議の開催形態は認められない。

18.9.4
介護制度改革information
vol.127
事務連絡
介護老人福祉施設及び地
域密着型サービスに関す
るQ&A

18
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介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問 回答
ＱＡ発出時期、文書

番号等
番号

740 04 地域密着型サービ
ス共通

4 報酬 他市町村の指定 事業所が所在する市町村以外の市町村(以下「他市町村」という。）から地域密着
型サービスの指定(みなし指定を含む）を受けて他市町村の住民を受け入れてい
るグループホーム等は、事業所所在の市町村及び他市町村に対し、それぞれ医
療連携体制加算など介護給付費算定に係る体制等に関する届出を行わなけれ
ばならないのか。

1　お尋ねのような場合には、事業所所在の市町村及び他市町村に対し、それぞれ介護給
付費算定に係る体制等に関する届出を行う必要がある。
2　地域密着型サービス事業所が介護給付費算定に係る体制等に関する届出を行ってい
ない市町村に対して､医療連携体制加算などの請求を行った場合には、請求が返戻（差し
戻し）の扱いとなる。

18.9.4
介護制度改革information
vol.127
事務連絡
介護老人福祉施設及び地
域密着型サービスに関す
るQ&A

19

790 04 地域密着型サービ
ス共通

5 その他 地域密着型(介護予防）サービ
スの指定の有効期間及びその
更新

平成18年3月31日(認知症対応型通所介護については3月中）に、A市に所在する
地域密着型サービス事業所をB市の被保険者が利用していたことにより、B市の
指定を受けたとみなされている事業所が、平成18年4月1日以降にB市に対して指
定申請をしたうえで指定を受けた場合、当該事業所のB市からの指定の有効期
間は如何。

指定の有効期間は、平成18年4月1日以降の申請に基づき指定を受けた日から6年であ
る。

19.10.9
事務連絡
介護保険最新情報　vol.20
指定地域密着型サービス
及び指定地域密着型介護
予防サービスに係る指定
の有効期間及びその更新
等に係る周知並びに同上
及び地域密着型(介護予
防）サービスの実施に関
するQ&A

1

791 04 地域密着型サービ
ス共通

5 その他 地域密着型(介護予防）サービ
スの指定の有効期間及びその
更新

一つの地域密着型サービス事業所に対し、複数の市(区）町村が指定している場
合、その指定の有効期間満了日は、各々の市(区）町村ごとに異なり、指定の更
新手続きについても、各市(区）町村ごとに行わなければならないか。

ご指摘のとおりである。 19.10.9
事務連絡
介護保険最新情報　vol.20
指定地域密着型サービス
及び指定地域密着型介護
予防サービスに係る指定
の有効期間及びその更新
等に係る周知並びに同上
及び地域密着型(介護予
防）サービスの実施に関
するQ&A

2

792 04 地域密着型サービ
ス共通

5 その他 地域密着型(介護予防）サービ
スの指定の有効期間及びその
更新

A市に所在する地域密着型サービス事業所に対し、A市以外にも例えばB市、C
市と複数の市が指定しているケースにおいて、何らかの理由でA市が当該事業
所の指定の取り消しを行う場合、A市の他市への対応はどうすればよいか。

地域密着型サービス事業所の利用者が、当該事業所の所在しないＢ市、Ｃ市の利用者の
みとなれば、原則として利用者を市（区）町村内の住民に限定する小規模なサービスとし、
保険者が事業者の指導監督を行うものであるという地域密着型サービス創設の趣旨を実
現できなくなるため、Ａ市の指定取消しにより、Ｂ市、Ｃ市の指定を取り消すのが適当であ
る。ただし、指定取消しの際は、当該事業所の利用者のサービス提供について、適切な対
応を行う必要があるため、他市（区）町村の利用者がいる事業者の指定取消しを行う場合
は、当該他市（区）町村と連携を取りながら利用者のサービスの確保等を考慮した対応を
行っていただきたい。

19.10.9
事務連絡
介護保険最新情報　vol.20
指定地域密着型サービス
及び指定地域密着型介護
予防サービスに係る指定
の有効期間及びその更新
等に係る周知並びに同上
及び地域密着型(介護予
防）サービスの実施に関
するQ&A

3
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介護サービス関係 Q&A集

サービス種別 基準種別 項目 質問 回答
ＱＡ発出時期、文書

番号等
番号

1077 04 地域密着型サービ
ス共通

1 人員 研修の義務付け 地域密着型サービス事業者の基準では、種々の研修が義務付けられたが、それ
ぞれどのような研修なのか。また、どこが、どのように実施するのか。

地域密着型サービス事業所の職員について、義務付けた研修及びその概要は下記のとお
りであり、それぞれの研修の実施主体は、各都道府県指定都市である。
それぞれについては、所要の経過措置等を設けることとしており、各研修のプログラムや
開催方法等を含め、追ってお示しする。
〔義務付けられている研修〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　管理者　　　　計画作成担当者
認知症刻応型共同生活介護　　　　 Ｂ・Ｃ
認知症対応型通所介護　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ・Ｃ
小規模多機能型居宅介護　　　　　　　Ｃ　　　　　　　Ｃ　　　　　　　　　　Ｃ 　（介護支援専門
員）
※　経過措置(上表中のアルファベット)
「A」・・・現に開設している事業所については、受講義務なし。
「B」・・・現に開設している事業所については、平成21年3月31日までに受講しなければなら
ない。
「Ｃ」・・・平成18年度中に開設される事業所については、平成19年3月31 日までに受講しな
ければならない。
（１）代表者(認知症対応型共同生活介護・小規模多機能型居宅介護において共通)
事業所を設置運営する法人の代表者が、日頃から事業所が提供する介護サービスの内
容を理解し、その質の向上に努めていくため、最低限必要な知識を修得するもの。
（２）管理者(認知症対応型共同生活介護、認知症対応型通所介護及び小規模多機能型居
宅介護において共通)
介護に関する一定の知識及び経験を有することを前提として、労務管理等も含め、管理者
として必要な知識を修得するもの。
（３）計画作成担当者(介護支援専門員)
小規模多機能型居宅介謹については、新規のサービスであることから、制度の目的、理
念、内容や他の居宅サービスの併用等について、サービスの趣旨に即した介護支援計画
策定に必要な知識を修得するもの。
認知症対応型共伺生活介護については、従来から研修を義務付け※ていたものであり、
今回新たに義務付けをしたものではない。
※都道府県指定都市が実施する「認知症介護実践研修」のうち、認知症介実践者研修の
受講を象務付けていた。

18.2.24
全国介護保険担当課長ブ
ロック会議資料 Q&A
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